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障害者・児通所事業所等における原子力災害避難計画の策定について【ガイドライン】 

※障害者日中活動系（生活介護等）、障害児通所支援 

令和６年 12 月策定 

 

Ⅰ ガイドラインの目的 

  このガイドラインは、「茨城県地域防災計画（原子力災害対策計画編）」において、社会福祉施設の

管理者が、県及び関係市町村と連携し、東海第二発電所等において事故が発生し、これにより原子力

災害が発生した場合に備えて避難計画を作成するものとされていることを受け、障害者・児通所事業

所（障害者日中活動系（生活介護等）、障害児通所支援）（以下「事業所」という。）における避難計

画の作成を支援することを目的としています。 

  原子力災害対策重点区域内に所在する事業所においては、このガイドラインを参考とし、それぞれ

の事業所の実情に応じた避難計画を作成するとともに、原子力災害時においては、作成した避難計画

をもとに、避難等を適切かつ円滑に行うものとします。 

なお、本ガイドラインは、県地域防災計画等の改定等、状況の変化があった場合は、必要に応じて

見直すこととしています。 

茨城県地域防災計画（原子力災害対策計画編） 

第２章 第９節 要配慮者への対応 １ 要配慮者に対する防災体制の整備（抜粋） 

（４）社会福祉施設の管理者は、県、所在・関係周辺市町村と連携し、原子力災害時における避難場所、避難経路、誘

導責任者、誘導方法、入所者等の移送に必要な資機材の確保、関係機関との連携方策等についての避難計画を作

成するものとする。特に、入所者等の避難誘導体制に配慮した体制の整備を図るものとする。 

 

Ⅱ 原子力災害について 

 １ 原子力災害とは 

  ・原子力災害は、原子力災害対策特別措置法（平成十一年法律第百五十六号）に以下のとおり定め

られています。 

原子力災害対策特別措置法（平成十一年法律第百五十六号）抜粋 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 原子力災害 原子力緊急事態により国民の生命、身体又は財産に生ずる被害をいう。 

二 原子力緊急事態 原子力事業者の原子炉の運転等（原子力損害の賠償に関する法律（昭和三十六年法律第百四

十七号）第二条第一項に規定する原子炉の運転等をいう。以下同じ。）により放射性物質又は放射線が異常な水準

で当該原子力事業者の原子力事業所外（原子力事業所の外における放射性物質の運搬（以下「事業所外運搬」と

いう。）の場合にあっては、当該運搬に使用する容器外）へ放出された事態をいう。 
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 ２ 原子力災害時の防護措置について 

 （１）原子力災害対策重点区域（原子力災害対策を重点的に実施すべき地域の範囲） 

○ 予防的防護措置を準備する区域（PAZ：Precautionary Action Zone） 

・原子力災害時に、放射性物質の環境への放出前から、予防的に避難などの防護措置を行う区

域のこと。東海第二発電所から約５キロメートル圏。 

＜該当市村＞ 

東海村（全域）、日立市（一部）、ひたちなか市（一部）、那珂市（一部） 

 

○  緊急時防護措置を準備する区域（UPZ：Urgent Protective action planning Zone） 

・原子力災害時に、放射線被ばくによる影響のリスクを最小限に抑えるため、屋内退避、避難、

一時移転などの緊急防護措置を行う区域のこと。東海第二発電所から約５キロから 30 キロメ

ートル圏。 

＜該当市町＞ 

水戸市（全域）、茨城町（全域）、大洗町（全域） 

日立市（一部）、ひたちなか市（一部）、那珂市（一部）、 

常陸太田市（一部）、高萩市（一部）、笠間市（一部）、常陸大宮市（一部）、鉾田市（一部）、

城里町（一部）、大子町（一部） 

     

                    （茨城県原子力安全対策課ホームページより引用） 
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（２）緊急事態等の区分および防護措置 

・原子力災害時には、原子力施設の状況に応じて「警戒事態→施設敷地緊急事態→全面緊急事態」

の順に事故進展を３つに区分し、それぞれの段階で必要な防護措置を講ずることとしています。 

  

【緊急事態区分に応じた防護措置のフロー】 

  

 

【緊急事態区分及びその判断基準となるEAL※】  

緊急事態区分 判断基準となるEALの例 

警戒事態 

・原子力事業所所在市町村において震度６弱以上の地震が発生した場合 

・原子炉運転中に原子炉への全ての給水機能が喪失 

・原子炉停止中に原子炉容器内の水位が水位低設定値まで低下 

施設敷地緊急事態 

・原子炉冷却材が漏えいした場合の原子炉への注水不能 

・給水機能が喪失した場合の高圧注水系の非常用炉心冷却装置の不作動 

・全ての交流電源喪失（30分以上継続） 

全面緊急事態 

・原子炉の非常停止が必要な場合において原子炉を停止する全ての機能が喪失 

・全ての非常用炉心冷却装置による当該原子炉への注水不能 

・全ての非常用直流電源喪失（５分以上継続） 

※EAL（Emergency Action Level：緊急時活動レベル 

緊急事態区分（警戒事態、施設敷地緊急事態、全面緊急事態）に該当する状況であるか否かを原子力事業者が

判断するための基準          【「原子力災害に備えた茨城県広域避難計画」より引用】 
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・PAZ 内の要配慮者は、「施設敷地緊急事態要避難者」として、一般の方より一段階早く「警戒事態」

で避難準備を開始することとなっています。 

   

 

・UPZ 内の要配慮者は、一般の方と同様「施設敷地緊急事態」で屋内退避準備を開始することとな

っています。 

  

【原子力広報いばらき PAZ・UPZ 版 第４号より引用】   
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 （３）放射性物質放出後の防護措置 

放射性物質が環境中に放出された後の防護措置は、緊急時モニタリングによる空間放射線量率

等の測定結果を OIL（運用上の介入レベル）の基準に照らし、下記の基準により「避難」、「屋内退

避」又は「一時移転」等の措置を講じるものとされています。  

避難や一時移転は、大字（おおあざ）や学校区などの地域的まとまり（避難単位）ごとに判断さ

れます。 

原子力事故等の発生時には、国等が発令する緊急事態区分に応じて避難準備を開始するととも

に、市町村からの指示に基づいて避難を実施してください。  

 

  

 

 

 

 

 

基準の種類 空間放射線量率等 必要な防護措置 

OIL１ 500μSv/h 

（地上１ｍで計測した場合

の空間放射線量率） 

数時間内を目途に区域を特定し、避難

等を実施(移動が困難な者の一時屋内

退避を含む。） 

OIL2 20μSv/h 

（地上１ｍで計測した場合

の空間放射線量率） 

１日内を目途に区域を特定し、地域生

産物の摂取を制限するとともに、１週

間程度内に一時移転を実施。 

OIL4 β線：40、000cpm 

（皮膚から数㎝での検出器 

 の計数率） 

避難基準に基づいて避難した避難者等

を避難退域時検査を実施して、基準を

超える際には迅速に除染 
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【「原子力災害に備えた茨城県広域避難計画」より引用】 

 

３ 原子力災害時の事業所における対応 

（１）事前準備 

・事業所内の役割分担、緊急連絡体制及び情報収集・共有体制の整備、利用者情報の整理、利

用者家族等への連絡体制を定め、職員間で共有してください。 

   ・原子力災害に備えた避難訓練を実施してください。 

                  

（２）事故発生時 

    ・原子力施設で事故が起こった場合、市町村などからの緊急速報メールや防災行政無線などの

広報手段により必要な情報が伝達されます。 

・事故の状況と今後の予測、国や自治体災害対策本部が講じている対策について、正確かつ最

新の情報収集に努め、収集した情報を職員全員で共有してください。 

・避難準備又は屋内退避準備等に関する情報を入手した場合は、利用者の家族等に対し、利用

者の安否状況及び事業所での利用者の引き渡しについて連絡してください。 

・事業所での引き渡しが困難な場合は、利用者の帰宅を支援してください。 

・帰宅が困難な利用者については、市町村が開設する指定避難所等への移動を支援してくださ

い（自宅が所在する地域の避難所等への移動が望ましい。）。 

 

（３）屋内退避時 

     ・市町村等から屋内退避の指示が出た時には、施設のドアや窓、換気扇など外の空気の出入口

を閉めてください。 

・引き続き、（２）に掲げる対応を行ってください。 
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Ⅲ 避難計画の作成について 

１ 計画の構成等について 

・原子力災害対策重点区域内の施設においては、次の項目を参考に、施設の実情に応じた避難計画

を作成してください。 

   

  【避難計画の項目（主なもの）】 

○ 避難計画の目的 

○ 関係者（事業所管理者、職員、入所者等）の役割 

○ 原子力災害事前対策 

・緊急連絡体制および利用者情報の整理 

・原子力防災教育・訓練の実施 

○ 緊急事態応急対策 

・緊急事態の組織体制と任務 

・家族等への引き渡し、自宅への帰宅等 

○ その他 

 

  【避難計画ひな形】 別紙のとおり 

 


